
［お問い合わせ先］輸出・国際局国際地域課（03-3592-0313）

情報通信技術等を活用したフードバリューチェーン構築支援事業

＜対策のポイント＞
情報通信技術等を活用することにより、現地における社会的課題の解決に取り組むとともに、我が国のインフラシステムの輸出や農林水産物・食品輸出のため

の基盤構築を推進します。

＜事業目標＞
○ 我が国企業の海外展開の促進により、政府が取り組むインフラシステム輸出の拡大に貢献（34兆円［令和７年度まで］）
○ 農林水産物・食品の輸出額（2兆円［令和7年度まで］、５兆円［令和12年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
情報通信技術等を活用したフードバリューチェーン構築支援事業 ８百万円
我が国の企業が、IOT機器の運用やプラットフォームの運営などデジタル技術を用いた

製品・サービスの提供や、現地における流通網の構築・原材料の品質・供給の確保の
ために行う技術指導などにデジタル技術を用いることで、農林水産、食品分野における
現地の社会課題の解決に貢献するとともに、我が国からのインフラ技術や農林水産物・
食品の輸出拡大、食料の安定供給の確保に貢献する事業を対象として以下の活動を
支援します。

① 事業の実現可能性を検討するために必要となる基礎情報（例：需要、競合・
代替品、規制、各種リスク）の収集をします。

② 製品・サービスの試験的な導入を通じた効果及び事業化に向けた改善点の検証を
します。

③ 製品・サービスの普及活動（例：技術指導、コンサルティング活動、ネットワーキン
グ、実証展示）をします。

＜事業の流れ＞

国 民間企業（日本
の企業・法人等）

定額

【令和４年度予算概算決定額 8（８）百万円】

貧困・フードロスなど社会課題解決
への貢献

現地の社会課題
（例）
・所得が低く、資材や機械
を利用できないため、生産
性が低い
・技術力が低く、品質、生
産量が不安定
・非効率な流通によるロス、
中間搾取 など

→ 貧困の継続

（例）
・金融機関の利用や導入コス
トの低減により資機材の導入
が可能となり、生産性が向上
・技術の向上による品質の向
上、生産量の安定化
・生産者の販売価格の向上

など

（例）
・AI画像解析や農業用セ
ンサーから得た情報に基づく
与信提供
・機械のシェアリング
・携帯電話上のアプリによる
技術支援
・流通・販売プラットフォーム
など

デジタル技術の活用 社会課題の解決

デジタル技術を利用した
インフラ技術・サービスの輸出

トレーサビリティの確保、販売網
構築、顧客接点の確保

インフラ技術・サービス
農林水産物・食品の輸出への貢献

他のインフラ技術・サービスの輸出

【支援のイメージ】

基礎情報調査 概念実証 プロトタイプの検証 体制構築、普及支援

構想から普及までの各段階に応じて総合的に支援

（我が国側での効果）

（我が国側での効果）


	スライド番号 1



